
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































- 133 (44) -
名を使用しないが，いずれも「ベル」の語を企業の中で使用しうるものと
した（後にＡＴ＆Ｔは使用不可）。株式割当てについて，1983年12月の株主名
簿に登録されている株主は，ＡＴ＆Ｔ １０株につき新たに設立される７つの
ベル地域持株会社からそれぞれ普通株１株づつを受取るょうに定められて
いた。 1984年には地域持株会社とＡＴ＆Ｔは，１億を越える株主との取引
を処理しなければならないと予想され，また2200万という株主の口座が分
割時に存在することになるので，ＡＴ＆Ｔでは株式の事務管理と株主サー
ビスのために，全額出資の子会社（アタリカン・トランステック社）を設立
し，運営することになった。ＡＴ＆ＴとＢＯＣ間のライセンス契約は解除さ
　　　　　　　　図表11　AT＆Ｔ再編成計画案の実施日程
―132 (45)一
れたが，ＷＥとＢＯＣ間の標準供給契約は分割後も商業ベースで継続する
ことになった61）。
　図表11は，ＡＴ＆Ｔによる組織再編成計画案の提出以後の実施日程を示
したものである。司法省は1983年３月24日に，ＡＴ＆Ｔの再編成計画案をほ
ぼ承認する旨をグリーン判事に通知した。　しかし，グリーン判事はなお慎
重に構え，４月15日までに利害関係者のコメントを求め，さらに６月２日
に公聴会を開催した後，遂に７月８日，ＡＴ＆Ｔの再編成計画案に対して，
　「当裁判所は，本件（ＡＴ＆Ｔ）の組織再編成計画案を同意審決の条項およ
び原則にいささか調和を欠いた箇所を修正することを条件として承認され
るものと結論した」との判断を下した。 159ページにおよぶグリーン判事
の意見書の中で，修正を求めた点は６点（退職年金制度の継承，イコール・ア
クセスの定義，ＬＡＴＡ境界の修正など）あったが，そのうち重要な修正事項と
して，ベル名称とロゴの使用についてＢＯＣの使用を認め，ＡＴ＆Ｔはベル
研究所と海外市場での使用を除いて禁じられたことが挙げられる。
ＡＴ＆Ｔは８月３日，いわゆるグリーン修正を受諾し，また司法省も同じく
グリーン修正を受入れたことにより，ＡＴ＆Ｔの組織再編成計画案は８月
５日，最終的な裁判所の承認を得て発効した６２）。
　ＡＴ＆Ｔは，1984年１月１日の「組織再編成計画案」実施の日まであと半
月後に迫った1983年12月14日，ＢＯＣ分割後の新生ＡＴ＆Ｔの組織構成を発
表して内外に少なからぬインパクを与えた。 ＡＴ＆Ｔの組織再編成の基本
コンセプトは，徹底的な分権化と本社スタッフの縮小をはかり，規制事業
と非規制（競争）事業の二大セクターの構築を行い，可能なかぎり簡潔な
形態にするという考え方であった。まず1983年７月８日にグリーン判事
は，ベルの名称とロゴは分割後にはＢＯＣに属するとの決定を下したた
め，完全分離子会社アメリカン。ベル社の社名をＡＴ＆Ｔインフォメー
ション・システズに変更することを明らかにした。次いで新生ＡＴ＆Ｔの
発足直前に長い伝統を持ったＷＥを解体し，ＡＴ＆Ｔテクノロジーズを新
　　　　　　　　　　　　　　　－131（46）－
－130（47）－
設，これに製造能力を引継ぐ新組織構成が発表された。　このＡＴ＆Ｔテク
ノロジーズの下に，先のＡＴ＆Ｔインフォーメーション・システムズのほ
か，ＡＴ＆Ｔネットワーク・システムズ，ＡＴ＆Ｔテクノロジーズ・システ
ムズ，ＡＴ＆Ｔコンシューマ・プロダクツ，そしてＡＴ＆Ｔベル研究所と
ＡＴ＆Ｔインターナショナルの以上６つの事業ライソ別組織が設立された。
また市外通信事業はＡＴ＆Ｔコミュニケーションズを通じて運営されるこ
とになり，以上のプロセスを経てベル・システムの解体は実行された(図
表12を参照)63)。
　　5.結　　　語
　これまで，ベル・システムの解体要因および解体過程を中心に検討して
きたが，以上を要約すると次のように整理できるであろう64)。
　(1）このたびのベル・システムの解体は，アメリカ建国の精神に基づいた
立法(連邦議会)，行政(ＦＣＣ)，司法(裁判所)の三権分立のチェック・アン
ド・バランスのメカニズムの中で，米国電気通信産業を事実上支配し調整
してきたＡＴ＆Ｔに対し，立法が1934年通信法によって定められた電気通
信産業の基本的枠組みにおいて，行政が日常的な規制を行ってきたこと
に，連邦地裁が独占禁止法の見地から構造的是正措置を決定するという形
で行われた。これら立法，行政，司法は相互に独立して機能するために，
一度変化が開始されて競争が導入されると，それぞれの機関はそれに拍車
をかける役割を果した。
　(2)1960年代以来, FCCが次々と行ってきた｢なし崩しの競争導入｣とそ
れに基づいて生じたＡＴ＆Ｔの独占権の乱用問題(ＦＸ相互接続サービス)，
市内への内部相互補助のため長距離通信がコストより割高となり技術革新
とあいまって参入が促進されたこと(エグゼキュネット問題)，エンド・ツー
・エンドによるユニバーサル・サービスの供給責任の見地からＡＴ＆Ｔが
競争導入に強硬に抵抗した対応のまずさなども，解体をもたらした重要な
　　　　　　　　　　　　　　　－129(48)－
要因であった。また，競争の拡大をおそれてＡＴ＆Ｔが議会に提出した消
費者通信改革法案は，その後６年間にわたる通信法の抜本的改正の動きを
もたらし，それはかえってＡＴ＆Ｔを窮地に追込む結果となった。
　（3）ベル・システムの解体は，既に外堀（ＦＣＣの規制緩和政策の進展）と内
堀（議会での通信法改正論議の敗北）を埋められていたＡＴ＆Ｔが，いねば本
丸ともいうべき反トラスト訴訟上の決着として行われたものであり，解体
前のＡＴ＆Ｔの巨大さ，独占的分野（ローカル通信）と競争的分野（長距離通
信，機器製造）の間の内部相互補助問題，ローカル通信の競争的分野におけ
る独占の乱用，市場シェアなどの見地から審理され，訴訟当事者（原告：司
法省，被告:ＡＴ＆Ｔ）の間で合意したものを，ワシントン連邦地裁（グリーン
判事）が利害関係者の意見を考慮して一部修正の上確定したものである。
　（4）反トラスト訴訟を水平的分割のみで解決できたのは，バクスター（司
法省反トラスト局長），ブラウントとりーネンス；（ＡＴ＆Ｔ会長と同社主席弁護
士），グリーン（ワシントン連邦地裁判事）という以上三者の人的組合せによ
るユニークな決着であり，これが別の組合せであれば別の形の決着となっ
たであろうともいわれている65）。
　（5）アメリカでは一般に市場競争原理で決定され，結果のいかんより，民
主主義的プロセスが重視される。すなわち，ベル・システムの解体がいか
なる結果をもたらすかということではなく，解体の決定にあたって，当事
者や利害関係者が自由に意見を述べ，それらが十分に考慮されたか否かと
いう「適正な法手続き」に則って行われたかが重要である。　したがって解
体は，適正な法手続きを満たしていればその結果生じたことに責任は問わ
れず，アメリカ電気通信政策上の最大の決定の１つでありながら，アメリ
カ経済や電気通信産業に及ぼす影響,ユ－ザーに与えるインパクトについ
ては殆ど考慮されていないといってよい。
　（６）ＡＴ＆Ｔはかなりの犠牲を払ったが，垂直統合を維持した。それゆえ
我々は，他のいかなる産業よりも電気通信事業において，垂直統合が水平
　　　　　　　　　　　　－128（49）－
－127（50）－
統合より効率的で進歩をもたらすか否かの実験をしているのである。また
長期的に見た場合，解体は大きな賭けであり，従来規制されてきた産業に
競争を導入する実験の一部でもある。統合されたベル・システムと同様
に，競争的な市場が革新的であるかどうかが問われているのである66)。
－126（51）－
－125（52）－
－124（53）－
－123（54）－
